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諮問庁：人事院総裁 

諮問日：令和４年８月１６日（令和４年（行情）諮問第４７７号） 

答申日：令和５年３月１６日（令和４年度（行情）答申第５９９号） 

事件名：「平成２９年度一般職の国家公務員の任用状況調査」の訂正に関する

文書の開示決定に関する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙１に掲げる文書（以下「本件請求文書」という。）の開示請求につ

き，別紙２に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）を特定し，開

示した決定については，本件対象文書を特定したことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和４年２月９日付け人企－７４によ

り人事院事務総局人材局長（以下「処分庁」という。）が行った開示決定

（以下「原処分」という。）を取り消すべきであるとの決定を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求の理由は，審査請求書によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求人即ち開示請求者の請求内容 

本件審査請求人は，令和４年１月１８日に，本件請求文書の行政文書

開示請求書を提出した。 

（２）行政文書開示決定通知書の記載内容 

これに対し，令和４年２月１４日に開示決定を受領した。 

（３）行政文書開示決定通知書の検討 

しかし，上記開示内容は違法かつ不当である。例えば，死去数が１名

増加して訂正されているが，この訂正手続に関する文書も開示していた

だきたい。具体的には，どの省庁のどの所属の職員が如何なる理由で死

去したのか，かつ，なぜ，死去数のカウントが誤ったのかを示す文書も

開示していただきたい。尚，ＨＰ等で公開されている資料はその旨及び

アクセス先を記載して下さい。当該文書を廃棄した場合は，当該文書の

作成年月日，保存期間及び廃棄年月日も明確にしていただきたい。 

よって，法９条１項の規定に基づきなされた行政文書開示決定（人企

－７４・令和４年２月９日）を取り消すべきであるとの決定を求める。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 審査請求に係る経緯 
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（１）審査請求人は，令和４年１月１７日付け（同月２０日到達）行政文書

開示請求書（以下「開示請求書」という。）で「ＨＰに記載されている

一般職の国家公務員の任用状況調査における「「平成２９年度一般職の

国家公務員の任用状況調査」について訂正しました。正誤表（ＰＤＦ：

６４ＫＢ）」における訂正理由・訂正手続に関する文書」を対象文書と

して，開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。本件開示

請求を受け，人事院の情報公開窓口である人事院事務総局公文書監理室

では，開示請求書の宛先を人事院事務総局人材局長（処分庁）とする補

正を職権にて行った。 

（２）処分庁は，法９条１項に基づき，１件の文書を開示文書として決定し，

原処分を行い，審査請求人に通知した。 

 （３）審査請求人は，令和４年５月４日付け（同月１８日到達）で，原処分

を取り消し，更なる文書の開示を求める審査請求（以下「本件審査請

求」という。）を行った。 

２ 原処分の理由 

処分庁は，本件開示請求においては，審査請求人からの行政文書の開示

請求書に記載されている内容に従って，法９条１項に基づき，文書を特定

し，開示決定したものである。 

３ 審査請求人が主張する本件審査請求の趣旨 

審査請求人の主張は，おおむね以下のとおりである。 

（１）原処分は，違法かつ不当である。 

（２）死去数が１名増加して訂正されているが，この訂正手続に関する文書

として，どの省庁のどの所属の職員が如何なる理由で死去したのか，か

つ，なぜ，死去数のカウントが誤ったのかを示す文書も開示してほしい 

４ 処分庁による再検討 

本件審査請求を受け，処分庁は原処分について改めて検討を行い，追加

の文書を開示することとして，法９条１項に基づき令和４年８月１２日付

け人企－１０４８により改めて開示決定（以下「変更決定」という。）を

行い，審査請求人に通知した。 

５ 諮問庁による検討 

（１）審査請求人の主張についての検討 

審査請求人は，前記３のとおり主張している。 

処分庁としては，原処分について，開示請求書に記載されている内容

に従って文書を特定し，開示決定したものであるが，本件審査請求にお

いて，審査請求人から開示を求める文書について追加の説明が加えられ，

その詳細が明らかになったことから，改めて検討及び文書の捜索を行っ

た結果，関連する文書を特定し，開示することを決定した。 

当該文書は，調査先からの死亡者数の報告誤りを示す統計データであ
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り，審査請求人が求める訂正に係る職員の所属府省が特定できる文書で

ある。なお，原処分で開示した文書においても，訂正に係る職員の所属

府省は特定できる。 

審査請求人が求めるその他の事項については，一般職の国家公務員の

任用状況調査は，年齢区分別，俸給表別，試験別，府省別の在職状況等

を明らかにするための調査であり，所属部局別の死亡を含む離職等の実

数及び死亡した職員の死因は調査していない。このほか，調査先がカウ

ントを誤った理由について記録した文書は存在しない。 

以上のことから，原処分における文書の特定に漏れはなく，処分庁が

行った原処分は妥当であり，また，本件審査請求において追加的に明ら

かになった審査請求人が開示を求める文書についても検討，捜索の上，

その特定及び開示を行っており，処分庁が本件について対応すべきこと

は尽くしている。 

（２）結論 

上記の論拠に基づき，諮問庁としては，原処分を維持し，本件審査請

求を棄却することが妥当であると判断する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和４年８月１６日  諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 令和５年２月１０日  審議 

④ 同年３月１０日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものである。 

処分庁は，本件対象文書を特定した上で，その全部を開示する原処分を

行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分は違法・不当であるとして，更なる

文書の特定を求めているものと解されるところ，諮問庁は，原処分は妥当

であるとしていることから，以下，本件対象文書の特定の妥当性について

検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定につき，本件請求文書は，「「平成２９年度一般

職の国家公務員の任用状況調査」について訂正しました。正誤表（ＰＤ

Ｆ：６４ＫＢ）」における訂正理由・訂正手続に関する文書であって，

処分庁は，別紙２のとおり文書の特定をした上で開示決定しているとこ

ろであり，本件対象文書を確認したところ，本件請求文書に符合するも

のであることが認められる。 
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したがって，上記第３の５の諮問庁の説明に，不自然，不合理な点は

なく，他に本件請求文書に該当する文書の存在をうかがわせる事情も認

められない。 

（２）そうすると，人事院事務総局人材局において，本件対象文書の外に本

件請求文書に該当する文書を保有しているとは認められない。 

   なお，審査請求人が，審査請求書において追加した請求文書について

は，別紙３の文書が開示されているところである。 

３ 本件開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し開示した決定については，人事院事務総局人材局において，本件対象文

書の外に開示請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認めら

れないので，本件対象文書を特定したことは，妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 合田悦三，委員 木村琢麿，委員 中村真由美 
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別紙１（本件請求文書） 

 

ＨＰに記載されている 

「一般職の国家公務員の任用状況調査 

調査の概要 

調査の目的 

一般職の国家公務員の任用状況等の実態を把握し，今後の任用施策等 

人事行政全般の検討に資するため 

調査の沿革 

昭和２９年に開始され，以後毎年実施されている。昭和５４年調査では，

試験採用者に準じて取り扱われる在職者に関する調査事項を削除し，平成１

４年１月以降，調査対象者に特定独立行政法人に属する職員を新規に追加し，

各調査票において，「うち女性の数」欄を設け，新規調査票として任用状況

調査票（休職者等個別票）を追加している。 

調査の根拠法令 

国家公務員法第１７条 

調査の対象 

   一般職の国家公務員。ただし，臨時的任用の職員，常勤労務者及び非常

勤職員を除く。 

（休職者，国際機関等派遣職員，交流派遣職員，育児休業職員，在外公館

に勤務する職員及び再任用フルタイム職員等を含む。） 

調査事項 

１．年齢区分別在職状況，２．俸給表別，試験別在職状況，３．採用及

び離職等の状況，４．年齢別辞職状況 

調査の時期 

調査対象年度の翌年度 

調査の方法 

各府省において作成された調査データ等を集計 

調査の結果 

用語の解説 

利用上の注意 

特になし 

正誤情報 

「平成２９年度一般職の国家公務員の任用状況調査」について訂正しました。

正誤表（ＰＤＦ：６４ＫＢ） 

統計表一覧 

公表予定 

調査対象年度の翌年１１月頃の予定 
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問い合わせ先 

人事院人材局企画課ＴＥＬ：０３－３５８１－５３１１（内線２３１５）」

における「「平成２９年度一般職の国家公務員の任用状況調査」について訂正

しました。正誤表（ＰＤＦ：６４ＫＢ）」における訂正理由・訂正手続に関す

る文書。 
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別紙２（本件対象文書） 

 

「「平成２９年度における一般職の国家公務員の任用状況調査報告」の作成に

ついて（平成３０年１０月３０日付け企－２７８）」の一部修正について 
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別紙３ 

 

平成２９年度任用状況調査票（給与法）Ａ（財務省） 


